
合
併
後
初
の
年
間
予
算

新
・
総
社
市
が
誕
生
し
、
初
め
て
の
年

間
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。
平
成
１７
年
度

の
一
般
会
計
予
算
は
２
３
６
億
円
で
、
合

併
前
の
旧
３
市
村
の
平
成
１６
年
度
当
初
予

算
の
合
計
額
に
比
べ
１.

３
％
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
特
別
会
計
は
２
０
９

億
２
３
０
０
万
円
で
同
１５.

５
％
増
。
公

営
企
業
会
計
は
２０
億
４
１
８
０
万
円
で
同

９.

４
％
減
。
合
計
で
４
６
５
億
６
４
８

０
万
円
、
同
５.

２
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

市
の
平
成
１７
年
度
予
算
は
、
３
月
２２
日

に
新
市
が
発
足
し
た
こ
と
か
ら
、
４
月
か

ら
６
月
ま
で
の
間
、
暫
定
予
算
を
編
成
し

て
執
行
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、

原
則
と
し
て
政
策
的
経
費
を
除
い
た
、
人

件
費
、
庁
舎
管
理
費
な
ど
の
経
常
的
な
経

費
が
中
心
で
、
今
回
の
６
月
定
例
市
議
会

で
可
決
さ
れ
た
予
算
が
、
初
の
年
間
予
算

と
な
り
ま
す
。

予
算
の
編
成
は
、
合
併
に
伴
い
策
定
さ

れ
た
「
新
市
ま
ち
づ
く
り
計
画
」
に
基
づ

い
て
編
成
さ
れ
て
い
ま
す
。
予
算
が
決
ま

っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
新
市
の
将
来
都
市

像
「
地
域
・
文
化
・
自
然
が
支
え
る
心
豊

か
な
生
活
交
流
都
市
」
の
実
現
に
向
け
、

新
・
総
社
市
が
本
格
的
に
動
き
出
し
た
こ

と
に
な
り
ま
す
。

厳
し
い
財
政
運
営

し
か
し
、
予
算
の
編
成
は
容
易
な
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
合
併
に
伴
う

国
や
県
か
ら
の
財
政
支
援
措
置
が
あ
る
と

は
い
え
、
国
の
三
位
一
体
の
改
革
に
よ
る

交
付
税
や
補
助
金
の
削
減
。
さ
ら
に
は
、

地
方
経
済
の
厳
し
い
状
況
な
ど
を
反
映
し

て
、
市
民
税
や
固
定
資
産
税
な
ど
の
市
税

収
入
が
減
少
す
る
な
ど
、
歳
入
が
非
常
に

厳
し
い
状
況
と
な
っ
た
か
ら
で
す
。
そ
の

一
方
で
歳
出
は
、
合
併
に
よ
る
コ
ス
ト
削

減
効
果
が
出
る
に
は
数
年
か
か
る
こ
と

や
、
合
併
に
伴
う
新
規
事
業
や
医
療
費
等

の
社
会
保
障
関
係
経
費
が
予
想
以
上
に
増

加
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
大
幅
な
財
源
不

足
が
避
け
ら
れ
な
い
状
態
と
な
り
ま
し

た
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
市
の
貯
金
で

あ
る
基
金
を
取
り
崩
し
て
財
源
を
確
保
し

て
お
り
、
新
市
の
財
政
運
営
は
、
今
後
予

断
を
許
さ
な
い
厳
し
い
状
況
に
な
っ
て
い

ま
す
。
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新
・
総
社
市
が

本
格
的
に
始
動

合
併
特
例
事
業
は

３
事
業
を
計
上

合
併
し
た
市
町
村
に
対
す
る
国
の
財

政
支
援
措
置
の
一
つ
に
、
合
併
特
例
債

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
合
併
し
た
市

町
村
が
早
く
一
体
的
な
ま
ち
に
な
れ
る

よ
う
に
行
う
事
業
、
例
え
ば
道
路
や
公

共
施
設
の
よ
う
な
建
設
事
業
に
活
用
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
合
併
特
例
債
は
、

合
併
し
た
年
度
と
そ
の
後
１０
年
間
発
行

す
る
こ
と
が
で
き
、
そ
の
後
毎
年
返
済

す
る
額
の
７０
％
が
普
通
交
付
税
を
計
算

す
る
際
、
算
入
さ
れ
ま
す
。
上
手
に
活

用
す
れ
ば
事
業
を
行
う
た
め
の
貴
重
な

財
源
が
確
保
で
き
ま
す
が
、
市
債
で
あ

る
以
上
借
金
に
は
変
わ
り
な
く
、
将
来

に
負
担
を
残
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ

の
た
め
合
併
特
例
債
の
発
行
は
慎
重
に

行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

市
で
は
、
今
年
度
の
合
併
特
例
事
業

の
対
象
に
、
清
音
神
在
本
線
改
良
事
業
、

清
音
駅
東
地
区
整
備
事
業
（
ま
ち
づ
く

り
交
付
金
事
業
）
、
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー

建
設
事
業
の
３
事
業
を
計
上
し
ま
し
た
。

今
年
度
の
事
業
費
は
６
億
５
５
１
３
万

円
で
、
合
併
特
例
債
は
３
億
６
６
３
０

万
円
の
発
行
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

会計名 17年度予算額 伸率※

（万円） （％）

一般会計 2,360,000 △1.3

特別会計 2,092,300 15.5

国民健康保険 547,300 28.5

老人保健 666,600 9.3

介護保険 387,000 8.6

農業集落排水事業費 55,700 14.2

国民宿舎事業費 75,500 40.3

総社駅南地区土地区画整理事業費 74,000 7.2

公共下水道事業費 286,200 18.1

公営企業会計 204,180 △9.4

水道事業 198,900 △9.9

工業用水道事業 5,280 10.0

３会計の合計 4,656,480 5.2

◆会計別の予算額

歳出合計歳出合計 
236億円億円 
歳出合計 
236億円 

歳入合計歳入合計 
236億円億円 
歳入合計 
236億円 

その他 
1億4387万円（0.6%） 

自 

主 

財 

源 

依 

存 

財 

源 

市税 
69億1776万円 
（29.3%） 

諸収入 
9億8072万円 
（4.2%） 

繰入金 
27億481万円 
（11.5%） 

分担金および負担金 
4億3088万円（1.8%） 

使用料および手数料 
3億28万円（1.3%） 

繰越金 2億円（0.8%） 

その他 1442万円（0.1%） 
 

地方交付税※ 
56億円 
（23.7%） 

市債 
15億6180万円 
（6.6%） 

国庫支出金 
21億2781万円 
（9.0%） 

県支出金 
12億4952万円 
（5.3%） 

地方消費税交付金 
5億5000万円（2.3%） 
 
地方譲与税 4億7000万円（2.0%） 

その他 4億9200万円（2.1%） 
 

土木費 
37億610万円 
（15.7%） 

民生費 
55億5842万円 
（23.6%） 

教育費 
28億1241万円 
（11.9%） 
 

公債費 
29億3404万円 
（12.4%） 
 

衛生費 
23億2883万円 
（9.9%） 
 

総務費 
28億2188万円 
（12.0%） 
 

農林業費 
14億8975万円 
（6.3%） 
 

消防費 
10億1711万円（4.3%） 

商工費 
2億4963万円（1.0%） 

労働費 
1億1939万円（0.5%） 
 

議会費 
4億1857万円（1.8%） 
 

平成17年度　総社市一般会計予算

※伸率は、旧３市村の平成１６年度当初予算の合計額との比較

特集 平成１７年度予算

平
成
１７
年
度
予
算
決
ま
る
　
　
。

今年度からブックスタート事業が実施されます

※地方交付税には、普通交付税と特別交付税があり、それぞれ一定の基準に
基づいて、財源の不足に見合う額が国から交付されます。普通交付税は一般
的な行政運営に必要な経費に対して、特別交付税は普通交付税で措置されな
い個別・緊急な経費に対して交付されます。




